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集:家族看護とジエンダーロール〕〔特

働く女性とジェンダー問題

一妊娠-出産・産後に焦点を当ててー

静岡県立大学短期大学部

加寸子松演

「四重苦Jを女性は請けおう状態といってもよいだろ

つ.はじめに

そこで，本章では看護の視点より妊娠・出産産後

みまを中心にして，有職女性の支援について論じる.近年，多くの女性が高等教育志望となり社会にお

た，新しい看護の視点について論じていきたい.ける女性の地位も高まってきた 戦前のように早く

結婚し子どもをもうけ，女性は家庭と育児のために

ライフサイクルの変化人生を生きるという思想から，職業(仕事)が自分の

それが女性の生人生で重要な位置を占めると考え，

図 lは日本における女性のライフサイクルの変化しかきがいの重要な部分となる時代になってきた.

である.し，現在においても「男性は社会的生産(仕事)，女

1935 (昭和 10)年では女性の平均寿命は 49.6歳で性は人間の再生産(家庭)Jという伝統的な性役割が

あったのに対して， 1985 (昭和60)年には 80.5歳と根強く ，女性が仕事を続けるためには家事・ 育児と

その後も伸び: 1998 (平成 10)年

この聞に平均寿命は 1935年と比べ

80年を超えている.

では 84.0歳と，

仕事のいわば「三重苦Jを強いられているのが現状で

あるさらに，今ではそれに親の看護-介護が加わり
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出典 r母性衛生j26 (1) • 1985年. r平成10年人口動態統計上巻J(厚生省大臣統計情報部編
財団法人厚生統計協会出版)より抜粋作成

※.人口動態統計では末子出産という記載はなく ，第3子出産時年齢を記載した.(1985・98年
での第4子以上の出生率は 2.9%，2.7%と非常に低いため)

図1. 女性のライフサイクルの変化
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歳

図2.1999年年齢階級別労働力率

て， 35年近く延長している．

他方， 1935年での結婚年齢は 20.8歳，長子を 23.2

歳で出産し，末子を 35.5歳で出産している．その末

子が小学校へ入学するとき母親は 42・43歳であり，

その 7年後の約 50歳で人生を閉じている． しかし，

1998年でみると，末子の出産は 32.l歳であり，その

末子が小学校でーはなく大学を卒業する時54.l歳であ

る．つまり，子どもが自立して親元を離れてから約

30年間自分の人生が残っている．また，出産期間を

みると 1935年では長子出産から末子出産まで 12.3

年と長期間にわたっていたが，次第に短縮し 1998

年では 4.3年となっている．結婚年齢は晩婚化する

一方で，長子を出産するまでの期間は 1935年から

1998年の間では 2.4年から ll年と短縮している．

晩婚化のー要因に在学年限の延長があげられる．

1960年の大学・短期大学への進学率は 5.5%であっ

たが， 25年後の 85年には 34.5%と急増している．ま

た， 98年になると 49.4%と約半数近い女性が高等教

育を受けていることになり 男性の 47.l%を上回っ

ている］）.学ぶ期間が長くなるということは，今まで

に得た知識や能力を活用し自己実現を図りたい，ま

た，社会での活動にひろげていきたいという意欲が

高まっていることは容易に推測できる．

以上から，ライフサイクルが大きく変化している

現象として， 1)平均寿命の延長，2）出産期間の短縮

化， 3）在学期間の延長， 4）末子自立後の活動年数の

長期化等があげられる．つまり，ライフサイクルの変

化は，女性が母親として子育ての役割に終始してい

た時代から，母親役割は人生の一部になり，子育て以

外の自分の生きがい，あるいはなんらかの社会的活

動によって自分自身を見いだす必要性が一必ずしも

自己実現とはならなくとも一増大したことを示す時

代状況となってきた．

2. 働く女性の実態

1)日本特有の M字型就労形態

上記でみたような女性のライフサイクルの変化に

伴い，女性の高学歴化 子育て後の中高年期の長期

化，意識の変化，また，社会の変化に伴い女性の就業

による社会進出はめざましい．女性の労働力率は

1999 （平成 11)年では 49.l%であり，労働力人口に

占める女性の割合は 40.6%である．

年齢別労働力率をみると，図2のように，男性の場

合は労働力率は年齢によってほとんど変化を示さず

ライフサイクルを通じて働き続けることが当然とな

っている．一方，女性の場合は， 20～24歳と 45～49

歳を 2つのピークとして 30～34歳を最低とする M

字型の曲線を描いている つまり，独身時代の 20

歳代前半での労働力率が72.4%と最も高く，結婚・

出産・育児期の 30歳代前半で離職するために 56.7

%と低下し，子育てに一区切りついた 40歳代後半よ

り再び、就業することを意味しており，これは日本独

自のものといわれている．女性の労働力率は全体と
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して増加しているが，就労形態としての M字型は依

然として存在しており解消されたわけではない．

就業についての女性の意識は多様化しつつあり，

結婚－出産に関係なく就労を続け，出産－育児と就

労を両立させたいという女性は少なくなく，現に有

職者に無職者のうち就業希望を加えた潜在的有職率

は男性と同じ台形を描き， M字型のボトムとなる 30

～34歳の層でも働く意欲を持っている人が多い．し

かし，現実には 30～34歳の女性は育児を理由に離職

する人が多い．女性の再就職は 30歳代後半からはじ

まり， 40歳代後半がピークとなる．再就職の時の就

業形態をみると多くの人が非正規労働者，つまり低

賃金で雇用の不安定なパートタイマーとなってい

る．「男性は外で仕事，女性は家庭を守るjという伝

統的な性役割意識が今だなお根強く残っているとも

みられるが，男女の就業機会の差がし、まも残ってい

る就業（社会）構造に真の問題があるとみなくてはな

らないだろう．

2）新－性役割意識の定着

1999 （平成 11)年においては「夫が就業，妻が専業

主婦Jという伝統的な片働き世帯（36.6%）よりも，

「夫も妻もともに就業Jとし寸共働き世帯（46.l% ）の

方が上回りへ約半数近くが共働き世帯という現状

がある．このような状況の中で，家庭内での男女の性

役割分担意識をみるとへ 『家事一般』について，女

性は「夫も妻と同じように行う」とする人が 18.4%

であり，「妻が行うJ（「もっぱら妻が行うJ「主に妻，

夫も手伝うJ)Jが79.3%である．男性では「夫も妻と

同じように行うJとする人が21.5% 2割強を占めi

「妻が行うJ（「もっぱら妻が行うj「主に妻，夫も手伝

うJ）が76.7%であり，妻がフルタイムで働いている

男性に限ると，「夫も妻と同じように行うjとする人

が26.5%に増加する．また， 『子育て（小学校低学

年ぐらいまで）』について，女性は，「夫も妻と同じよ

うに行うJとする人が39.7%であり， f妻が行うJ（「も

っぱら妻が行うJ「主に妻，夫も手伝うJ)Jが58.0%で

ある．男性は，「夫も妻と同じように行うjとする人

が39.9%であり， 「妻が行うJ（「もっぱら妻が行うJ

「主に妻，夫も手伝うJ）が57.0%と，子育てに関して

「夫も妻と同じように行うJという意識が家事一般よ

りも高く，男女差はほとんどみられなくなってきて

いる．

では，実際の家庭内における役割分担をみてみる

と，男女の生活時間のうち家庭責任に充てる時間（家

事，介護・看護，育児，買い物）を見ると，女性有職

者は 3時間であるのに対し，男性有職者は 22分と女

性の8分の l以下で、女’性に偏った状況にある．夫の

家事 育児状況を具体的な内容でみると，『家事』の

「ゴミだしJI日常の買い物J「部屋の掃除J「洗濯」「炊

事j「風目洗Lリの項目について 1/3～2/3の夫がほと

んど何もしない状況にある． 「毎日・毎回するj「週

3～4回程度するJというレベルになると， 「ゴミ出

しJについては 2割程度が行っているが，他の項目に

ついては l割前後である．育児については，「遊び相

手をするJ「風日に入れるjについては半数の夫が行

っているが，「食事をさせるj「寝かしつけるJ「オムツ

を替えるJ「泣いた子をあやすJについては半数程度

がほとんど何もしていない状況にある．家事と比較

して，夫は育児に関しては比較的協力的である．しか

し，その内容は「遊び相手をするJ「風呂に入れるJな

ど単発的な負担の軽い育児が多く，食事をさせたり，

オムツを替えたりという日常的な世話は妻の側に任

され負担がかかっているのが現状である．

男性の家事参加が行われない背景には，現代日本

における性別分業のシステムがあり，男性社会での

利益優先の論理や企業慣行，そして男性の長時間労

働などと密接に関連していることは周知の通りであ

る．性役割意識の変化はみられでも，これはあくまで

も表層部分であり， 「男らしさJや「男役割Jをめぐ

る深層部分ではこだわりが，地域差・職業差・年齢

差などはあるにしでもなお強固であるといえる．

家庭と職場での時間を合計した時間を見ると，女

性有職者は男性有職者よりも長く，役割分担関係は

「男性は仕事，女性は家庭」というより「男性は仕事，

女性は仕事も家庭もjという「新－性別役割jが定着

しつつある．
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表1.有職婦人と無職婦人との産科異常について有意差検定を行った文献一覧

勤労婦人=家庭婦人

切迫流産

流産

i賓松ら(1989)4)

鈴木ら(1976)11) 

i賓松ら (1989)4)

一戸ら(1984)8)

竹村ら (1966)川

西川ら (1978)14)

勤労婦人>家庭婦人

労働省(1974)7)

一戸ら (1984)8)

佐道ら (1991)13) 

鈴木ら (1976)11) 

演松ら(1989)心

一戸ら(1984)8)

中川ら (1973)17) 

川西ら(1998)19) 

山下 (1970)2])

先崎ら(1978)24)

演松ら (1989)4)

i賓松ら(1989)4)

一戸ら (1984)8)

i賓松ら (1989)4)

天羽ら(1969)9)

中川ら(1973)17)

一戸 ら(1984)8)

冨岡(1977)25)

演松ら(1989)4)

加藤(1980)却)

羽生田ら (1971)お)

労働省(1974)7)

佐道ら (1994)15)

労働省(1984)7)

一戸ら(1984)8)

東大助産婦学校(1969)6)

天羽ら(1969)9)

菅原(1987)12)

佐道ら(1994)15) 

東大助産婦学校(1969)6)

演松ら (1989)4)

塚田(1974)16) 

斉藤(*1976) 18) 

菅原(1987)12)

労働省(1974)7)

佐道ら (1994)15)

竹村ら(1966)10) 

藤本(1983)22)

有意差項目

産科異常項目

切迫早産

早産妊
娠
中
の
異
常 妊娠中毒症

死産

労働省(1974)7) 

一戸ら (1984)8)

貧血

糖尿病

i賓松ら(1989)4)

一戸ら(1984)8)

一戸ら(1984)8)

鈴木(1976)出)

演松ら (1989)4)

一戸ら(1984)8)

異常出血

遷延分娩

j賓松ら (1989)4)前期破水

i賓松ら (1989)4)塚田(1978)初

演松ら(1989)4)

佐道ら(1994)15) 

一戸ら (1984)8)

一戸ら (1984)8)

労働省(1974)7) 

低出生体重児

新生児仮死

i賓松ら(1989)4)鈴木(1984)28)子宮収縮状態

生
の
態
一
得
の
態

分
娩
時
の
異
常
一
新
児
状
一
産
時
状

*・斉藤氏の調査実施年は 1956年注 ( )内は報告された年

表 lは，筆者が 1989年に報告を行った際にまとめ男性雇用労働者の過労死に至る長時間労働が社会

それ以降報告されたものをた文献リストをもとに，的に問題となって久しいが，家事と仕事を合わせて

一般に有職婦人は無職婦人付け加えたものである.働く女性の長時間労働・過重労働 ・精神的負担は，

より肉体的 ・精神的疲労が大きいと予測されるが，キ品それにまさるとも劣らない問題であるといえる.

当時就労が産科異常に影響を与えるかどうかについしてや，女性が妊娠・出産した場合はどうなるので

ては賛否両論があり結論を得ていなかったためあろうか.

1，235名を対象として調査を行った.その結果，切迫

早産のみに 5%以下の危険率で有職婦人の方が無職就労が妊娠・出産・産後に及ぼす影響3. 

婦人よりも有意に高いという結果を得た4)

表の通り，有職婦人の方が産科異常を発生すると男女の最も著しい違いは， 女性は生殖という次世

する報告や，影響を与えないとする報告に分かれは出産するという特有な機能を代の子どもを妊娠し，

っきりとした結論は得ていない.しかし，報告年をみ有することである.妊娠は，生理的な現象で病気では

ると若干古い報告の方が有職婦人に産科異常が発生ないが，女性の身体には妊娠していないときよりも

するという報告が多い傾向がみられる.負担がかかっており，また，妊娠経過中に何が起こる

昭和 40年代 0965"-'1975)に盛んに羽生田氏は51か分からないという不安定の状態にある.

行われた，これらの調査・研究が引き金となり，労働家事・育児という主婦としての役割と就労により，

基準法の女子労働者の保護に関する規定等が改定さ二重労働を強いられる女性が妊娠した場合，妊娠 ・

さらに勤労婦人福祉法 0972年)が制定された

今回， 1990 

れ，

とみてよいのではないかと述べている.

出産・ 産後・ 新生児に様々な影響を与えるのではな

L、かということで， 今まで多くの報告がされている.
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年以降の文献探索を行ったが，報告件数は少なく，研

究テーマも産科的異常ではなく，有職婦人の疲労や

子育て支援の方にシフトしている傾向がみられた．

1960年代から今日に至る経緯の中で，産科医療技術

の高度化－急激な進展がみられ，また，政策面におい

ても女性労働のあり方を規定していた労働基準法の

改正がみられ，労働環境の面においても改善されつ

つある．以前と比べ就労による妊娠・出産および新

生児に与える影響は少なくなってきているといえ

る．

4. 母性看護の視点、から

現在，結婚して子どもが産まれでも仕事を持ちつ

づけ， f家庭と仕事を両立Jさせていくという意識は

女性の中で強く， 1973年ではそれが24%で、あったの

に対して， 25年後の 98年には 51%と 2倍以上に増

加している291. しかし，先に述べたように女性の就

労形態は M字型を呈し，女性の仕事継続の障害とな

る最大の内的理由は育児である．家庭と仕事の両立

策は検討され「子育ての社会化」といわれて久しい

が，遅々として進んでいないのが現状である．このよ

うな社会状況の中で 1999年6月「男女共同参画基本

法jが公布・施行され，その中で「職場・家庭・地域

における男女共同参画の実現jをも目指している．男

女が共に家事・育児に参加し，さらに社会参加でき

る社会システムが早急に実現することは勿論である

が，母性看護の視点から具体的に支援を進めていく

場合，重要な要因として夫の存在，援助を忘れてはな

らないであろう．

核家族という少ない家族支援の中で，夫の役割は

決定的に重要である 結婚後も継続して働き続けた

女性について継続できた理由を調査した結果をみる

と（夫の精神的サポートの重要性をあげる人が多

かった．夫の理解と協力が女性の情緒的安定を図る

重要な要素となる．

以下，具体的な援助内容について述べてみる．

1) 夫への保健指導

現在，多くの施設において出産場面に夫の立ち合

いを奨励し， lつの潮流になっている．これは父性の

発達，子どもへのプラス影響，今後の育児協力などの

目的で導入されている．しかし，子育ての視点た、けで、

はなく，妊娠中ないし産後の母体への理解・協力と

いう視点でより積極的に関わりをもってもよいので

はないか．例えば，両親学級の開催などで，「妊婦体

験ジャケットJの着用を試みて，実際正期産になった

時の身体の変化を体験することは意義がある．妊娠

することにより重心の位置が変化しバランスが取り

にくくなること，腰痛が起こりやすくなること，子宮

の増大に伴い足元がみえなくなり階段の昇降が負担

になったり，買い物に出かけても低い位置にある商

品を取り出しにくくなる．また，かがむ姿勢が大変に

なり風呂掃除では滑りやすくなることなども体験す

ることで実感できるだろう．実際に「妊婦体験ジャケ

ットJを着用した父親はfこんなに体が重くなるとは

知らなかったJ「普段夜遅くまで仕事があってなかな

か協力できないけど，声かけくらいはしようと思うJ

「こんなに腰が痛くなるとは思わなかったJなどの反

応がある．

説明や視聴覚教材を使用しての保健指導も重要で

はあるが，体験することにより，より妊娠中の妻に対

する理解が深まり家事への参加あるいは精神的サ

ポートも得やすくなるのではないか．そして，妊娠中

から習慣化された妻に対するいたわりは，産後も継

続されていくと考える．

2）保健指導の再考

大崎氏は311，電話育児相談「赤ちゃん 110番Jの利

用状況を分析した調査結果から，専門家の指導や説

明が適切でないために母親を混乱させ，かえって不

安を増強させているとも考えられると述べている．

確かにJ回の晴乳量がOOmlと説明されると，それ

以上飲まないとfおかししリと思う母親もいる．また，

新生児訪問指導に出かけた開業助産婦から「病院で

の指導は通り一遍で個々に合わせた指導が行われて

し、なしづ．保健センターの保健婦から「子どもがし、つ

までも泣きやまず，夫が仕事で夜遅く帰宅しでも，タ
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食の準備をしないで抱いたままでいたJなどは，良く

聞く話である．

出産後の入院期間は，約 1週間と短く，この期間に

母親自身身体の急激な変化がみられ，なおかつ授乳

など育児行動習得に追われ余裕のない時期でもあ

る．しかし，母親が退院して自宅に戻ってから母親役

割を果たすことができるための指導内容であるなら

ば，不安を軽減させ，より具体的で理解できるもので

なければならない．施設で行われている涼浴指導・

退院指導・生活指導・家族計画指導などと称する内

容の再検討をし，そのケースに合わせて展開するこ

と，また，指導日時もさらに検討し夫をも巻き込んだ

指導が望まれる．

3）情報提供

現在，就労女性のためにいくつかの母性保護規定

が定められている．しかし，妊娠中および産後休暇な

どに比べて，産後の健康管理についての認識は少な

いようである．活用できる社会資源などの情報を提

供していくことも我々看護者の役割である．

(1) 産後の母性保護規定

1998年4月l日より，男女雇用機会均等法の改正

に伴い妊娠中や産後 l年以内の女性労働者の健康管

理の措置が事業主に対して義務づけられた3J). 第26

条の健康診査及び保健指導を受けるための時間の確

保では「事業主は，女性労働者が妊産婦のために健康

診査及び保健指導を受診できるために必要な時間を

確保しなければならないJ.今までは「必要な時聞を

確保できるような配慮をするように努めなければな

らなしリというものが義務づけられたことは前進と

いってよい産後は，通常，産後休業期間中に健康診

査などを受診する．しかし場合によって産後回復不

全などの理由で健康診査などが必要な場合や，医師

などの指示があれば，事業主は受診に必要な時間を

確保しなければいけない．また，第27条の医師等の

指導事項を守ることができるようにするための措置

では「妊娠中及び出産後の女性労働者が，健康診査な

どを受け，医師等からの指導を受けた場合は，その指

導事項を守ることができるようにするために，事業

主は，勤務時間の変更や勤務の軽減等の措置を講じ

なければならないi

その他，労働基準法で定められているf妊産婦（産

後l年未満にある女性）に対する変形労働時間・時

間外労働・休日労働・深夜業の制限J「育児時間JI妊

産婦の危険有害業務の就業制限jなど，個人の身体的

精神的な健康状態をアセスメントしながら適切な情

報を適時に提供していくことが重要である．

(2) 相談窓口の紹介

筆者は 1998年に 2病院で出産した妊産婦を対象

に，病院助産婦に対して産後支援のニーズがどの程

度あるかを調査した札その中で，産後の自分自身

の身体あるいは育児不安を抱いていた人は優に 8割

以上を占めていた．退院してから不安が最も強かっ

た時期は退院翌日から数カ月と長期にわたりばらつ

きがみられたが，退院 1週間まで、不安が強かった人

が2割を占めていた．内容としては「子どもが寝な

い・泣きやまないj「泣いている原因が分からずどう

していいか分からない」「吐乳や母乳が足りている

かJなどがあり，中には育児のことについて何もかも

不安と答えている人もいた．調査した2病院は母子

異室制で，入院期間中は授乳時間しか新生児と接す

ることがなく，それ以外の新生児の生活リズムを体

験していないことも影響していると考える．この期

間は自分の身体のことよりも育児に対する不安が強

くあることが示唆された．また，退院して 4週間頃に

不安が一番強くなった人も比較的多くみられた．内

容は， f子どもの湿疹のことJI母乳がでなくなり母乳

保育への不安JI悪露の排出がいつまでも続く J「母体

の回復が遅しリなどが聞かれた．このころになると育

児には多少慣れてくる反面，育児に対する疲労など

母体への不調を感じる人も多かった．

注目すべき点として， f新生児訪問指導jを受けら

れること自体知らない人もいた．少数ではあったが，

母子手帳交付時，または入院中に行われる保健指導

の中で，きちんと情報提供し希望者には訪問を受け

られるように徹底していく必要がある

この2病院では 24時間電話相談を受け入れてい
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る．アンケートの中には，日、つでも相談できる場所

があると思うと，とても安心で子どもの状態が少し

変だと思っても今日 l日様子みて，もし変わらなけ

れば明日電話しようと思っていたら子どもが落ち着

いてきたJという意見もあった．何かあったときに，

いつでも専門家に連絡できる，相談できるという安

心感は大きく妊産婦自身に余裕すら与えることがで

きる．施設によってこのような対応ができないとす

れば，保健センターなど相談窓口を紹介することで，

退院後のケアが途絶えることのないよう方策を検討

していくことが重要である．

5. おわりにかえて－21・世紀に向けて－

現在，女性に向けた家庭と仕事の両立支援は妊

娠・出産・育児・介護を中心にして取り組みがされ

ている．制度として最も早く成立したのは， 1947

年に制定された労働基準法であり，この中に出産前

後の休暇がある．その後，勤労婦人福祉法（後の男女

雇用機会均等法），育児休業法などが制定され改正を

繰り返してきた．また 1994年にはエンゼル・プラ

ンが策定された．

これらをみると，母性の視点からの母親としての

女性への支援対策が中心的位置を占めていることが

分かる．確かに女性にはその身体に妊娠・出産とい

う女性だけに備わった機能を有し，妊娠・出産・産

後・育児に対する援助のウエイトは大きいが，今ま

で述べてきたようにライフサイクルが大きく変化し

ている．現在は，以前のように子育てだけに終始して

いた時代とは異なり，親であることは，その人の人生

において一部であり，自分自身が自分らしくどう生

きるかを問われている時代でもある．つまり，女性の

ライフサイクルに合わせて，女性の一生の健康支援

という捉え方が重要であると考える．妊娠・出産・

育児は女性が健康でよりよい人生を送っていく上で

貴重なものであり，援助の必要性が大きいが，それは

あくまでも通過点でありゴールではない．リプロダ

クテイブヘルス／ライツの視点から女性の一生の健

康支援という立場に立って母性看護を見つめていき

たいと考える．
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